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研究要旨 
本研究の目的は、１）東日本大震災により多大な被害を生じた岩手
県釜石二次医療圏（釜石市、大槌町）において、がん緩和医療の地域ネ
ットワークを構築することである。そのための支援として、本年度は、
定期的に釜石市を訪問し、県立釜石病院緩和ケア病床のカンファレンス
に参加し助言を行った。緩和ケア研修会を開催した。緩和ケアの普及・
啓発を目的した市民公開講座を開催した。２）在宅緩和ケア推進のツー
ルとして、ICT により情報共有システムを用いた地域連携モデルの実施
可能性の検討に関する研究を開始し、50 名の患者登録を行った。 

       
 
 
 
Ａ．研究目的 
2011年3月11日に発生した東日本大震災に
より多大な被害を生じた岩手県釜石二次医
療圏（釜石市、大槌町）において、我々は 2012
年 2月より県立釜石病院を中心に、相談支援
センターの立ち上げと地域緩和ケアネット
ワークの構築のための支援を開始した。当初
の目的の１つに、岩手県で唯一地域がん診療
連携拠点病院がない、釜石二次医療圏におい
て、県立釜石病院を地域がん診療連携拠点病
院とすることであった。しかし、地域がん診
療連携拠点病院の新規指定が止まっていた
ため、申請には至らなかった。そこで、第 1
に、本年度は県立釜石病院の緩和ケア機能の
充実と地域住民に対する緩和ケアの普及・啓
発を目的とした。 
第２に被災地にも応用可能な、在宅医療の
推進の課題の 1つである医療・福祉従事者間
の医療情報共有ツールをしての ICT
（Information and Communication  
Technology）の利用可能性についての検討を
目的とした。 

 
Ｂ．研究方法 
１）被災地域の相談支援センターの立ち上げ
と地域緩和ケアネットワークの構築に関す
る研究 
2014 年度の県立釜石病院における支援活動
と、釜石市において 2度開催した市民公開講
座についての記述を行う。 
２）ICT により情報共有システムを用いた地
域連携モデルの実施可能性の検討 
国立がん研究センター東病院緩和医療科か
ら、地域の訪問診療所に在宅緩和ケア目的に
紹介された患者を対象に、ICT を利用して情
報共有を行うことの実施可能性を検討する
ための研究計画を作成した。 
（倫理面への配慮） 
２）の研究に関しては、研究内で行わる患
者への介入は、通常臨床で行われていつ範囲
内のものであり、本研究に参加することで特
別なリスクや不利益を生じないが、患者の個
人情報をクラウド型 ICT で扱うため、説明同
意文書を用いて説明、文書により同意を取得
した。 



本研究において、研究対象者の個人情報は、
厚生労働省・総務省が定めた医療情報外部保
管ガイドライン（厚生労働省が定めた「医療
情報システムの安全管理に関するガイドラ
イン第 4.1 版」ならびに厚生労働省・総務省
が定めた「ASP・SaaP 事業者が医療情報を取
り扱う際の安全管理に関するガイドライン
第 1.1 版」、「ASP・SaaP 事業者が医療情報を
取り扱う際の安全管理に関するガイドライ
ンに基づく SLA 参考例」）に準拠した IT クラ
ウド型の情報共有システム上で管理をし、同
時に同ガイドラインに準拠した安全対策（管
理運用規定）を定めた。 
 
 
Ｃ．研究結果 
１）に関しては、 
県立釜石病院緩和ケア病床で毎週開催され
るカンファレンスに月に 2回参加し、助言を
行った。当初は研究者が県立釜石市病院を訪
問できない際にはテレビ会議システムを利
用によりカンファレンスを予定していたが、
システム利用に関する当センターの規定の
整備が遅れたため、実施できなかった。 
県立釜石病院緩和ケア研修会を平成 24 年
11 月 9 日、10 日に開催した。受講者は医師
９名、歯科医師２名、看護師３名、薬剤師１
名、医療社会事業士１名であった。緩和ケア
研修会の一部の講義主体のモジュールは、地
域の多職種が受講出来るよう公開講座とし
て開放した。保健所職員、歯科医師、看護師、
保健師、介護支援専門員、作業療法士など多
職種が、１日目１５名、２日目２５名参加し
た。 
緩和ケアの普及・啓発活動に関しては、釜
石市（在宅医療拠点チーム釜石）と協働し、
県立釜石病院、釜石市保健所、県立釜石市病
院サポーターズの協力のもと、平成２５年７
月２７日と１１月１６日に市民公開講座を
開催した。それぞれ、76 名、50 名が参加し
た。 
２）に関しては、 
研究計画書を作成し、国立がん研究センター
倫理審査員会に承認を得た。さらに、患者情
報を ICT クラウド上に保存するため、センタ
ー内の情報委員会の承認を得るという手順
が必要であった。また研究開始前に、医療情

報共有システムの利用における個人情報の
保護に関する研修を行った。平成 25 年 2 月
までに 50 名の患者登録を行った。 
 
 
Ｄ．考察 
１）県立釜石病院緩和ケア病床のカンファレン
スに参加することにより、地域における緩和ケ
アの問題点の一部をより具体的に知ることが
できた。この経験を活かし、さらなる支援の継
続を検討したい。緩和ケアの市民公開講座から、
地域においてがん医療、緩和ケアに関する情報
ニーズがあることがわかり、今後も普及・啓発
活動の継続的に支援してく予定である。 
２）病院と在宅医療の患者情報の共有に関して
は、個人情報保護の視点から、病院内における
手続き、個人情報保護に関する研修の必要性な
どのプロセスが必要であることを経験した。次
年度は、情報共有内容の分析、情報共有システ
ムを利用経験からの利点、今後の課題等につい
て検討を行い。さらに多職種での情報共有に関
する研究を進める予定である。 
 
 
Ｅ．結論 
１）岩手県釜石二次医療圏において、県立釜石
病院緩和ケア病床カンファレンスに助言者と
して参加した。緩和ケア研修会を開催した。地
域住民に対する緩和ケア普及・啓発を目的とし
た市民公開講座を開催した。 
２）ICT により情報共有システムを用いた地域
連携モデルの実施可能性の検討に関する研究
を開始し、５０名の患者登録を行った。今後、
情報共有を行った分析と、本システムに関する、
利点、課題等について参加医師の意見の分析を
行う必要がある。 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
１．特許の取得 
なし。 
 
２．実用新案登録 
なし。 
 
３． その他 
特記すべきことなし 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  



  


